
 

義務教育費国庫負担制度及び教職員定数の拡充を求める意見書 

 

 義務教育費国庫負担制度については、「三位一体改革」の中で国庫負担率が２分

の１から３分の１へ引き下げられた。幾つかの自治体においては、厳しい財政状況

の中、独自財源による定数措置が行われている。国の施策として財源を保障し、子

ども達が全国どこに住んでいても、一定水準の教育を受けられることが憲法上の要

請である。 

 学校現場における課題が複雑化・困難化する中で、子ども達の豊かな学びを実現

させるためには、教材研究や授業準備の時間を十分確保する事が不可欠である。そ

のためには教職員定数改善などの施策が最重要課題となっている。（公財）連合総

合生活開発研究所の教職員の働き方・労働時間に関する報告書によると、多忙化に

より約１割が精神疾患に罹患している可能性が極めて高いことが明らかにされてい

る。 

 唐津市では、学校長の報告によると毎月８０時間以上、１００時間以上の長時間

勤務者は市内全教職員の約５％にあたり、精神疾患等での休職が心配されるところ

である。 

 明日の日本を担う子ども達を育む学校現場において、子ども達への教育は極めて

重要である。人材育成につながる教育予算を国全体として安定的に確保・充実させ

る必要がある。 

 よって、国会及び政府におかれては、地方教育行政の実情を十分に認識され、地

方自治体が計画的に教育行政を進めることができるようにするために、次の措置を

講じられるよう強く要請する。 

 

１ 教育の機会均等と水準の維持向上を図るため、義務教育費国庫負担制度の負担

割合を２分の１に戻すこと。 

２ 計画的な教職員定数改善を推進すること。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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